
2019年 7月31日現在

≪資産の部≫

【流動資産】

現金・預金 75,234,357

売掛金 16,821,578

商品 1,472,921

未収入金 831,686

預け金 9,724,100

前払費用 718,706

流動資産合計 104,803,348

【固定資産】

建物 68,279,503

建物附属設備 35,607,586

構築物 8,115,116

機械装置 21,928,034

車両運搬具 1

工具器具備品 2,537,610

土地 51,826,838

有形固定資産合計 188,294,688

ソフトウェア 1,513,938

無形固定資産合計 1,513,938

出資金 300,000

一括償却資産 157,400

差入保証金 1,000,000

投資等合計 1,457,400

固定資産合計 191,266,026

【繰延資産】

繰延資産 881,148

繰延資産合計 881,148

資産の部合計 296,950,522

≪負債の部≫

【流動負債】

買掛金 4,947,897

未払金 18,552,549

未払法人税等 12,429,500

預り金 5,225,751

前受金 11,249,050

流動負債合計 52,404,747

【固定負債】

長期借入金 172,508,000

長期預り金 400,000

固定負債合計 172,908,000

負債の部合計 225,312,747

≪純資産の部≫

【株主資本】

資本金 10,000,000

資本金 10,000,000

利益準備金 4,000,000

繰越利益剰余金 57,637,775

(内、当期純利益額） (43,292,487)

その他利益剰余金合計 57,637,775

利益剰余金合計 61,637,775

株主資本合計 71,637,775

純資産の部合計 71,637,775

負債及び純資産合計 296,950,522

第7期　貸借対照表



【売上高】

売上高 361,834,446

売上値引高 -6,539

売上高合計 361,827,907

【売上原価】

期首商品棚卸高 1,788,963

当期商品仕入高 67,221,613

期末商品棚卸高 1,472,921

売上原価 67,537,655

売上総利益金額 294,290,252

【経費】

人件費
111,588,759

営業費
29,087,213

業務費
59,282,824

管理費
10,444,927

減価償却費 33,183,980

　 経費合計 243,587,703

営業利益金額 50,702,549

【営業外収益】

受取利息 599

雑収入 13,284,397

営業外収益合計 13,284,996

【営業外費用】

支払利息 1,949,266

雑損失 592

営業外費用合計 1,949,858

経常利益金額 62,037,687

税引前当期利益金額 62,037,687

法人税等 18,745,200

当期純利益金額 43,292,487

第7期　損益計算書

自 2018年 8月 1日    至 2019年 7月31日



資本金 当期首残高 10,000,000

当期末残高 10,000,000

利益剰余金

当期首残高 2,000,000

当期変動額　配当に伴う積立 2,000,000

　 当期末残高 4,000,000

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 当期首残高 36,345,288

当期変動額　当期純利益金額 43,292,487

々          剰余金の配当 -20,000,000

々          配当に伴う積立 -2,000,000

当期末残高 57,637,775

利益剰余金合計 当期首残高 38,345,288

当期変動額 23,292,487

当期末残高 61,637,775

株主資本合計 当期首残高 48,345,288

当期変動額 23,292,487

当期末残高 71,637,775

純資産の部合計 当期首残高 48,345,288

当期変動額 23,292,487

当期末残高 71,637,775

第7期　株主資本等変動計算書

【株主資本】 自 2018年 8月 1日    至 2019年 7月31日

利益準備金



この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

重要な会計方針に係わる事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法 最終仕入原価法

固定資産の減価償却の方法

法人税法の規定による定率法

ただし、平成28年4月1日以降取得する建物、建物附属設備・構築物については定額法を適用する。

収益及び費用の計上基準

発生主義 　

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税処理： 税抜処理

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 202,043,179 円

受取手形割引高 0 円

受取手形裏書譲渡高 0 円

一株当たり情報に関する注記 一株当たり純資産額 716,377円75銭

一株当たり当期純利益金額  432,924円87銭

2019年8月20日

株式会社　翠泉 代表取締役　　針谷　了

注記表

以上のとおり報告します。


